
様式第１号（第７条関係）

年 月 日

米子市長 様

申請者 住所(所在地)

氏名(名称並びに代表者の職名及び氏名) （印）※

※申請者が氏名を自署する場合には、その押印を省略することができます。

ただし、法人その他の団体については、記名押印が必要です

米子市バリアフリー改修推進事業補助金交付申請書

次のとおり補助金の交付を受けたいので、米子市バリアフリー改修推進事業補助金交

付要綱（令和４年５月 27 日施行）第７条の規定により申請します。

記

１ 補 助 年 度 年度

２ 補助対象事業の名称 米子市バリアフリー改修推進事業

３ 補助金交付申請額 円

４ 事 業 の 種 別 □ 認定特定建築物整備事業

□ 特定建築物バリアフリー整備事業

□ 特別特定建築物バリアフリー整備事業

５ 添付書類

（１）補助対象事業実施計画書（別記様式第２号）

（２）米子市バリアフリー改修推進事業収支予算書（別記様式第３号）

（３）補助対象事業の実施に要する経費に係る見積書の写し

（４）建築物移動等円滑化基準チェックリスト又は建築物移動等円滑化誘導基

準チェックリスト

（５）補助対象事業に係る建築物（以下「補助対象建築物」といいます。）の付近の見取図

（６）補助対象建築物の配置図及び平面図

（７）バリアフリー整備を行う部分の詳細図及び写真

（８）補助対象建築物の所有者を確認することができる書類

（９）認定特定建築物の認定書の写し（認定特定建築物整備事業について補助

金の交付を受けようとする場合に限ります。）

（10）（１）から（９）までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



様式第２号（第７条、第１１条関係）

補助対象事業実施計画(報告)書

建 築 物 所 在 地

施 設 名

申 請 者 連 絡 先 担当者名： 電話番号:

特 定 建 築 物 の 別 □ 認定特定建築物 □ 特定建築物 □ 特別特定建築物

構 造 造（一部 造）

規 模 延べ床面積 ㎡ ・ 階数 階建（地上 ・地下 ）

建 築 物 用 途

建 築 年 月 年 月

事 業 の 種 別

□認定特定建築物整備事業

□特定建築物バリアフリー整備事業

□特別特定建築物バリアフリー整備事業

整 備 内 容

施 工 業 者

業者名：

所在地：

電話番号：

総 事 業 費 円

補 助 対 象 経 費 円

事業開始予定日 年 月 日

事業完了予定日 年 月 日

他の補助金の活用

の有無

□有 □無

※「有」の場合は、活用する補助金の内容等を記載した書類を添付

すること。



様式第３号（第７条、第 11 条関係）

米子市バリアフリー改修推進事業収支予算（決算）書

１ 総事業費 円

２ 消費税等仕入控除税額の有無

□有（ 円） □無

３ 補助対象経費 円

４ 収 入

５ 支 出

区 分
予 算 額

（ 決 算 額 ）
備 考

補 助 金 円

そ の 他 円

合 計 円

科 目
予 算 額

（ 決 算 額 ）
備 考

円

円

合 計 円



（様式１）

役員等調書兼照会承諾書

年 月 日

米 子 市 長 様

（届出者）

所 在 地

商号又は名称

職・氏名 ㊞

（自署の場合に限り、押印省略可（法人等は省略不可）

（法人の場合は、法人名・代表者の役職及び氏名）

次の役員等調書の記載事項については、事実と相違ないことを誓約するとともに、この

調書に記載した者について、米子市の行政事務からの暴力団等の排除を目的として鳥取

県米子警察署に照会することを承諾します。

【注意事項】

１ 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び監査役並びに米子市所在の営業所等の長が役員でな

い場合にはその長、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者・理事等、個

人事業者にあっては当該個人）の氏名、生年月日等を記載してください。

２ 提出に当たっては、氏名、生年月日等の個人情報が、暴力団、暴力団員又はこれらの利益につなが

る活動を行い、若しくはこれらと密接な関係を有する者ではないことの確認のために提供され、及び

利用されることについて、当該名簿に記載されている方の同意を取ってください。

３ この名簿は、２の確認のために使用し、それ以外の目的には使用しません。

役職等 氏 名 ふりがな 生年月日



様式第４号（第８条関係）

第 号

年 月 日

様

米子市長 □印

米子市バリアフリー改修推進事業補助金交付決定通知書

年 月 日付け申請のありました下記の補助対象事業に係る補助金につき

ましては、次のとおり交付することに決定しましたので、米子市バリアフリー改修推進

事業補助金交付要綱（令和４年５月 27 日施行）第８条第２項の規定により、次のとおり

通知します。

記

１ 補 助 年 度 年度

２ 補助対象事業の名称 米子市バリアフリー改修推進事業

３ 事業の種別 □認定特定建築物整備事業

□特定建築物バリアフリー整備事業

□特別特定建築物バリアフリー整備事業

４ 補助金交付決定額 円

５ 補助対象事業の内容は、 年 月 日付け補助金交付申請書に添付された

補助対象事業実施計画書に記載のとおりとしてください。

６ 補助対象者は、米子市補助金等交付規則（平成 17 年米子市規則第 46 号）及び米子

市バリアフリー改修推進事業補助金交付要綱の定めるところに従ってください。

注 上記の交付決定に対して不服がある場合は、この通知書を受け取った日から 20 日以

内に、文書をもって交付申請を取り下げることができます。



様式第５号（第８条関係）

第 号

年 月 日

様

米子市長 □印

米子市バリアフリー改修推進事業補助金交付申請却下通知書

年 月 日付け申請のありました米子市バリアフリー改修推進事業補助

金につきましては、下記の理由によりその申請を却下しましたので、米子市バリアフリ

ー改修推進事業補助金交付要綱（令和４年５月 27 日施行）第８条第２項の規定により通

知します。

記

１ 施 設 名

２ 理 由



様式第６号（第９条関係）

年 月 日

米子市長 様

申請者 住所(所在地)

氏名(名称並びに代表者の職名及び氏名)

米子市バリアフリー改修推進事業着手届出書

年 月 日付け 第 号 で交付決定の通知のありました補助

金に係る補助対象事業に着手しましたので、米子市バリアフリー改修推進事業補助金交

付要綱（令和４年５月 27 日施行）第９条第２項の規定により届け出ます。

記

１ 補助対象事業の名称 米子市バリアフリー改修推進事業

２ 着 手 ( 契 約 ) 年 月 日 年 月 日

３ 補助対象事業の実施方法

年 月 日付け補助金交付申請書に添付した補助対象事業実施計画書

に記載のとおり



様式第７号（第 11 条関係）

年 月 日

米子市長 様

申請者 住所(所在地)

氏名(名称並びに代表者の職名及び氏名)

米子市バリアフリー改修推進事業実績報告書

年 月 日付け 第 号 で交付決定の通知のありました補

助金に係る補助対象事業の実績につきまして、米子市バリアフリー改修推進事業補助金

交付要綱（令和４年５月 27 日施行）第 11 条第１項及び第２項の規定により次のとおり

報告します。

記

１ 補助金の交付決定額 円

２ 補 助 金 の 精 算 額 円

３ 補助対象事業の実施期間 年 月 日から 年 月 日まで

４ 添付書類

（１）補助対象事業実施報告書（別記様式第２号）

（２）米子市バリアフリー改修推進事業収支決算書（別記様式第３号）

（３）補助対象事業に係る請負契約書の写し（当該契約に変更があった場合に限ります。）

（４）補助対象事業の成果を示す資料等（工事写真、図面等）

（５）とっとりＵＤマップに情報を登録する手続をしたことを証明する書類

（６）補助対象事業の実施に要した経費に係る請求書又は領収書の写し

（７）（１）から（６）までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



様式第９号（第11条関係）

年 月 日

米子市長 様

申請者 住所(所在地)

氏名(名称並びに代表者の職名及び氏名)

年度米子市バリアフリー改修推進事業補助金進捗状況報告書

年 月 日付け第 号 で交付決定の通知のありました補助

金に係る補助対象事業の 年度内の進捗の状況につきまして、米子市バリアフ

リー改修推進事業補助金交付要綱（令和４年５月27日施行）第11条第１項及び第４項の

規定により下記のとおり報告します。

記

（注）①から③までの合計は、交付決定と一致するものです。

※ 当該年度の３月31日までの補助対象事業の進捗の状況が分かる設計図書、出来高の算定

の基礎となる資料等を添付してください。

補助金等の名称 米子市バリアフリー改修推進事業補助金

交付決定

補助対象経費 交付決定額

円 円

年度までの

実績①
円 円

年度における

実績②
円 円

年度以降の

実施予定③
円 円



様式第10号（第14条関係）

年 月 日

米子市長 様

申請者 住所(所在地)

氏名(名称並びに代表者の職名及び氏名)

米子市バリアフリー改修推進事業消費税等仕入控除税額報告書

年 月 日付け 第 号 で交付決定の通知のありました補

助金に係る補助対象事業の仕入控除税額が確定しましたので、米子市バリアフリー改修

推進事業補助金交付要綱（令和４年５月 27 日施行）第 14 条第 1 項の規定により次のと

おり報告します。

記

１ 補助金の確定額 円

２ 補助金の交付申請又は実績報告の時において予定した補助金に係る仕入控除税額

円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る仕入控除税額

円

４ 補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いて得た額）

円


